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第１節 合併及び適格合併 

第２節 欠損金額の引継ぎ及び引継制限 

第３節 組織再編成に係る行為又は計算の否認 

第４節 小括 

  第２章 判例研究 

   第１節 ヤフー事件（平成 21 年（2009 年）） 

   第２節 TPR 事件（平成 22 年（2010 年）） 

   第３節 PGM プロパティーズ事件（平成 29 年（2017 年）） 

第４節 小括 

  第３章 判例分析並びに結論 

   第１節 ヤフー事件・TPR 事件・PGM プロパティーズ事件の共通点 

   第２節 PGM プロパティーズ事件における「事業の継続性」 

   第３節 結論 

  おわりに 

【論文の内容】 
近年、我が国において企業の合併・買収（Mergers and Acquisitions、いわゆるＭ＆Ａ）が盛

んである。そして、加速する我が国の少子高齢化社会を背景に、中小企業経営者の高齢化及びそ

の後継者不足問題の打開策の一つとしても、企業の合併・買収は今後さらに増加していくと考え

られる。法人の合併は、様々な経営判断から行われるものであるが、被合併法人が未処理欠損金

額を有する場合、利益が出ている合併法人にとって合併の大きなねらいの一つに、その未処理欠

損金額の引継ぎがある。そして、この未処理欠損金額の引継ぎに至るまでの合併計画及びその枠

組みについて租税回避が潜在する場合がある。 

これまで我が国は租税回避に対して、個別的否認規定（Specific Anti-Avoidance Rule、以下、

個別否認規定）又は、分野を特定した否認規定（Targeted Anti-Avoidance Rule、以下、特定分

野否認規定）により対応してきた。そして近年、租税回避行為の一般的否認規定（General 

Anti-Avoidance Rule、以下、一般否認規定）の導入の是非についての議論が盛んである。一般否

認規定が租税公平主義に重きを置く一方、個別否認規定は文理解釈を基礎とする租税法律主義に

重きを置き納税者の予測可能性という点において優れている。そして両者の中間に位置する特定

分野否認規定は、制度の立法趣旨及び目的論的解釈という意味では一般否認規定の側面を持ち、

不確定概念を抱えるため納税者の予測可能性では劣るものの一定の具体要件を備えることで個別

否認規定の側面も有する。 



筆者は、この特定分野否認規定の拡充が租税公平主義と租税法律主義の均衡を保てるのではな

いかと考える。そこで特定分野否認規定である法人税法 132 条の２に規定される組織再編成に係

る行為計算否認規定の適用の可否が争われた初めての訴訟事件であるヤフー事件、続いて第２例

目となる TPR 事件、そして第３例目となる PGM プロパティーズ事件を取り上げ、複雑な条文構成

となっている組織再編税制及び組織再編成に係る行為計算否認規定の意義について検証する。 

 第１章では、まず、平成 13 年（2001 年）度税制改正前後における合併について確認する。改

正前の被合併法の含み益は合併により実現したものとして直ちに課税される。そして、改正後の

合併においては、原則的取扱いは非適格合併となり直ちに合併に係る譲渡損益が認識され課税さ

れる点は改正前と大きく変わらないが、例外的取扱いである適格合併に該当する場合は合併に係

る譲渡損益は将来へ繰り延べられること及び適格合併の要件を確認する。 

次に、適格合併が行われた場合において、被合併法人に欠損金額があるときは、この欠損金額

は自動的に合併法人に引継ぐのが原則的取扱いである。しかし、被合併法人と合併法人の間に「支

配関係」がある場合は、「みなし共同事業要件」又は「支配関係継続要件」のいずれかを充足しな

い限り、被合併法人の欠損金額を合併法人に引継ぐことができないとする欠損金額の引継ぎの制

限を確認する。 

最後に、ここまでで確認してきた個別規定である適格合併又は非適格合併、そして個別否認規

定である欠損金額の引継ぎの制限、これらの各要件をそれぞれ充足させた合併であったとしても、

それが法人税の負担を「不当に減少させる」ものであるときは、特定分野否認規定である法人税

法 132 条の２の適用可能性があることを確認する。 

第２章では、この法人税法 132 条の２の適用の可否が争われた初めての訴訟事件であるヤフー

事件、続いて第２例目となる TPR 事件、そして第３例目となる PGM プロパティーズ事件の判例研

究を行う。 

 第３章では、これら３つの事件について判例分析を行った結果、その共通点として「事業の継

続性がない」ということが分かった。３つの事件とも全て個別規定である適格合併の要件を充足

するものであり、また、いずれの事件も例外なく被合併法人と合併法人の間に「支配関係（完全

支配関係を含む）」があったために、適格合併の要件を充足した次に控える個別否認規定である欠

損金額の引継ぎの制限の対象になる組織再編成であった。そして、欠損金額の引継ぎの制限の対

象についても全ての事件がこの制限の対象にならないための要件を充足し、明文化されている組

織再編税制の規定の枠内においては、一切の疑義なく、被合併法人の欠損金額を合併法人に引継

ぐものであった。しかし、裁判所及び国税不服審判所の判断は、組織再編成に係る行為又は計算

の否認の意義及び判断基準並びに組織再編税制の基本的な考え方から、これらの組織再編税制に

係る各規定を充足しているとしても、この法人の行為又は計算を認めた場合には法人税の負担を

「不当に減少させる」結果となるとの見方から、欠損金額の引継ぎは否認されることとなった。 

以上の事から、個別規定及び個別否認規定の各要件をくまなく充足した組織再編成に対しての、

特定分野否認規定である法人税法 132 条の２の組織再編成における租税回避に対する有効性を確

認することができた。 

最後に、筆者は、この特定分野否認規定の拡充が租税公平主義と租税法律主義の均衡を保てる

のではないかと考えることから、本稿は特定分野否認規定である法人税法 132 条の２の意義につ

いて考察するものである。 
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